
　　平成２３年３月

教　育　長　　 広 部 正 紘

Ⅰ　総括コメント

1 総合的な学力の向上

・

・

・

・

・

2 魅力ある学校の在り方

・

3 いつでも身近に福井の文化

・

・

5 「みんながプレーヤー」と「世界を夢見るアスリート」の応援

・

Ⅱ　施策項目に係る結果について

・別紙「平成２２年度　施策項目に係る実施結果報告（教育庁）」のとおり

　「元気福井っ子新笑顔プラン」に基づき、小学校１、２年への非常勤講師の配置と中学
校２、３年の少人数学級編制を拡充しました。

　小・中学校においては、授業改善について各学校の中核となる教員の育成や授業名
人の技の継承など、学校の授業を基礎に教員の指導力向上を図りました。

（平 成 ２３年 ３月 末 現 在）

　「福井新元気宣言」の４つのビジョンを着実に実現していくため、平成２２年４月に掲げた施策・
事業の実施結果について、次のとおり報告します。

平成２２年度「福井新元気宣言」推進に係る施策の実施結果

　高校生の就職支援については、各高校が就職支援コーディネーターと協力して企業訪
問等を行うことにより、求人の確保や卒業生の就業状況等の把握を行い、就職内定率の
向上や離職率の低下につなげました。

　サイエンス教育については、はやぶさプロジェクトマネージャ 川口淳一郎氏ほか（独）
宇宙航空研究開発機構の技術者等を招いて開催した「ふくいサイエンスフォーラム」のほ
か、「南部陽一郎記念ふくいサイエンス賞」や「ふくい理数グランプリ」、「ふくいサイエンス
寺子屋」など子どもたちの理数系科目への興味・関心を高めるための事業を引き続き実
施しました。

　平成３０年に開催予定の第７３回国民体育大会について、平成２２年８月の「第７３回国
民体育大会準備委員会」をはじめ、開催地選択競技の選定や競技施設基準の作成、会
場地市町の選定等具体的な検討を行う体制づくりを進めました。

　県内高校生の学力分析結果に基づく教材の作成のほか、教員の予備校への派遣や公
開授業等を通した教員の指導力向上等、各高校の実態に即した学力向上施策を進めま
した。

　白川静博士の生誕百年を記念して、記念フォーラムや漢字シンポジウム、漢字スタジア
ムを開催し、「文字の国 福井」を全国にアピールしました。
　また、平成２３年度から白川文字学を活用した漢字学習を全ての小学校の授業で実施
するための準備を進めるとともに、漢字解説本「白川静博士の漢字の世界へ」の全国書
店での販売を行いました。

　県立高校の再編整備については、平成２３年４月の奥越明成高校の開校に向け、カリ
キュラムの編成や必要な施設・設備の整備などを行いました。
　また、勝山南高校の敷地等を活用した奥越地区特別支援学校（仮称）の整備について
は、平成２５年４月の開校を目指して、校舎等の設計に着手しました。

　県下全小学校の５年生児童が一流のオーケストラの演奏等を鑑賞する「ふれあい文化
子どもスクール」等、子どもたちが本物の芸術・文化に直接触れる機会を充実しました。
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役職 教　育　長 氏名 広　部　正　紘

〔成果等〕　目標を達成しました。１　未来を託す教育・親しみ楽しむ県民文化
◇　教育力の向上と文化の創造
・文化による暮らしの質の向上
　「教育・文化ふくい創造会議」の第三次
提言の具体化を図るため、部局横断型の
「福井県文化創造推進会議」により、文化
関連施策の集約や新たな施策の立案を行
い、全庁的に総合的な施策を推進し、暮ら
しの質の向上につなげます。

　４月に副知事を会長とし、各部企画幹で構成する「福井県文
化創造推進会議」を設置し、教育庁と知事部局が一体となり、
教育・文化ふくい創造会議第三次提言の具体化を推進するとと
もに、文化に関する新たな連携施策の検討を進めました。

〔成果等〕　目標を達成しました。◇　総合的な学力の向上
・「元気福井っ子新笑顔プラン」の推進
　平成２０年度に定めた県独自の学級編制
基準「元気福井っ子新笑顔プラン」を引き
続き推進し、全国トップレベルのきめ細か
な教育を行う体制を整備して、子どもたち
の学力のさらなる向上を図ります。
　また、国に対して、同プランをモデルに
学級編制基準の見直しを行うよう働きかけ
ます。

　福井県版の教育振興基本計画の策定については、教育・文化
ふくい創造会議の提言や福井県民の将来ビジョンを基本に置き
ながら、現在作業を進めています。
　これから、市町教育委員会や学校関係者、保護者等広く意見
をいただきながら、新年度の早い時期に策定したいと考えてい
ます。

・福井県教育振興基本計画の策定
　教育・文化ふくい創造会議の集大成とし
て、これまでの提言を基に、本県がこれか
ら進めるべき教育施策を体系的に示した福
井県教育振興基本計画を策定します。

　「新笑顔プラン」に基づき、中学校２、３年生の学級編制基
準を３４人から３３人に引き下げるとともに、小学校１、２年
生の３３人以上の学級にも非常勤講師を配置するなど、本県独
自の少人数教育を拡充しました。
　また、国に対して福井県をモデルに学級編制基準の見直しを
行うよう働きかけました。

〔成果等〕　引き続き実施します。

平成２２年度　施策項目に係る実施結果報告（教育庁）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標達成にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23 年　3　月　末　現　在　）

項　　目

小学校１、２年　 学校生活サポート非常勤講師の配置（３３人以上学級）

小学校３～４年　ティーム・ティーチングや少人数指導の強化
小学校５、６年　 少人数学級編制を実施　 　３６人
中学校１年　　 　          　〃       　　　　　　　３０人
中学校２、３年　  　　       〃　       　　　　　　３３人

会議の開催状況（計３回（４月、７月、１２月））
　検討項目
　　・第三次提言に関する各部局における取組み
　　・新たな提案・連携可能な取組み
　　・平成２３年度提言に資する新たな施策
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役職 教　育　長 氏名 広　部　正　紘

平成２２年度　施策項目に係る実施結果報告（教育庁）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標達成にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23 年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・新学習指導要領への対応
　平成２３年度からの小学校の新学習指導
要領完全実施に向けて、教科用図書の採択
や活用、学習評価の在り方について、市町
教育委員会等へ適切な指導や支援を行うな
どの準備を進めます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　８月および１２月に教育課程説明会を開催するなど、新しい
教科用図書の採択や活用、学習評価の在り方について、市町教
育委員会等へ適切な指導や支援を行いました。

　各小・中学校において学力向上プランを作成し、これに基づ
き学習指導を行ったほか、児童生徒の読解力や応用力を伸ばす
ための指導事例集の配布や、学校の中核となる教員の育成（２
７小中学校）、授業名人の技の継承（５グループ）など、授業
をベースにした指導力向上策を進めました。
　また、抽出方式で実施された全国学力･学習状況調査につい
て、市町教育委員会と連携して、これまでどおり該当学年全員
を対象に実施し、その分析結果を指導事例集や誤答分析資料集
として取りまとめ、全小中学校でそれぞれ授業改善を進めまし
た。

・高校生の学力向上の推進
　学力向上推進委員会の学力分析に基づい
た教材作成を行うとともに、授業研究や教
員向け指導書の作成等により教員の指導力
向上を図ります。
　併せて、県立高校３０校が、普通科系を
対象とした「弱点克服特別プログラム」
や、職業系を対象とした「企業や地域等と
の連携講座」など、各々の実態に応じて独
自に企画した学力向上事業を行い、高校生
の総合的な学力向上を進めます。

・小中学生の学力向上の推進
  児童・生徒の課題を解決する力や、自ら
意欲的に学習する力を伸ばすため、「元気
ふくいっ子学力向上センター」を中心に、
各小中学校の学力向上プランの推進を支援
します。
  また、児童･生徒の学力の向上のために
は、教員の資質･能力の向上が不可欠であ
ることから、授業の中で学校の中核となる
教員の育成や授業名人の技の継承など、授
業をベースにした指導力向上策を進めま
す。
　２２年度から抽出方式で実施される全国
学力･学習状況調査について、市町教育委
員会と連携して、これまでどおり該当学年
全員を対象に実施し、その分析結果を授業
の改善に役立てます。

　県内高校生の学力分析結果に基づき、大学入試センター試験
対策や基礎学力充実のための教材を作成し、各校における教科
指導に活用しました。また、１０名の教員を予備校に派遣した
ほか、公開授業、実験研修会等を県下で２５回開催するなど教
員の指導力向上を図りました。さらに、各校が独自に、または
連携して企画する総合的な学力向上に向けた取組みを支援しま
した。
　この結果、２０１１年度大学入試センター試験の地理Ｂ、物
理Ⅰにおいて、受験者の平均点の全国順位が上昇するなどの改
善が見られました。

〔成果等〕　目標を達成しました。

〔成果等〕　目標達成にはいたりませんでした。

県学力調査で「授業が分かる」と答える児童・生徒の割合
　
　　　　　　　　小学校７６．８％　　　中学校５８．３％

県学力調査で「授業が分かる」と答える児童・
生徒の割合
（平成２１年度　小学校７７．２％　中学校５７．８％）

　　  　　　　　小学校　 ８０％　 中学校　６０％
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役職 教　育　長 氏名 広　部　正　紘

平成２２年度　施策項目に係る実施結果報告（教育庁）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標達成にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23 年　3　月　末　現　在　）

項　　目

◇　ふるさと教育の推進
・ふるさと教育の推進
　感謝する心や感動する心、思いやる心、
郷土を愛する心など子どもたちの豊かな人
間性や社会性を育むため、小学校における
２泊３日以上の集団宿泊体験などの自然体
験活動の支援を充実します。
　また、「県立こども歴史文化館」を拠点
として、次代を担う子どもたちが、郷土の
先人・達人の生き方や業績などを学び、本
県の歴史文化に親しむ、ふるさと学習を推
進します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　小学校において２泊３日以上の集団宿泊体験を行った１８校
に対して助成するなど自然体験活動を支援するとともに、２泊
３日以上の集団宿泊体験の実践事例のリーフレットを作成し、
各小学校に配付して普及を図りました。
　また、郷土に関する学習の実践事例を取りまとめ、県のホー
ムページに掲載し広く周知しました。

・「福井の教育」の発信
　白川文字学を活用した漢字教育など優れ
た本県の教育施策を全国に広め、地域間で
切磋琢磨し、さらなる向上につなげる機運
を醸成します。また、課題解決プロジェク
トチームを編成して、メディアや出版社、
学習塾等へのアプローチや情報提供等を機
動的に行います。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　本県は全国の学力・体力テストで続けて好成績を収めている
ことから、近年文武両道の教育県としての評価が定着し、全国
の自治体や教育関係者等１００件を超える視察に応じていま
す。
　また、メディア等にも積極的に協力し、教育誌をはじめとし
た雑誌等に本県の特色ある教育施策が掲載されました。
　さらに、大手出版社の協力により、県教育委員会編集による
「白川文字学」の漢字解説本が全国書店で販売されることにな
りました。

・学力向上の推進体制の整備
　庁内の各組織や機関が有する知識や人
材、施設などを教育現場に提供し、学力向
上施策をさらに効果的に行うことができる
よう、部局横断型の学力・体力向上推進会
議を開催し、全国上位にある本県の児童生
徒の学力の維持向上を支援します。

〔成果等〕　引き続き実施します。

　全校トップクラスの学力・体力の維持・向上を図るため、庁
内関係部局が有する教育資源の活用について検討しました。
　また、幼児教育の課題やあり方について、総務部や健康福祉
部と連携し、保育園や幼稚園、小学校等関係者や有識者から意
見を聞きました。
　これからも、本県の「総合的な学力」の向上のための連携策
について検討を進めていきます。

白川文字学等「福井県の教育」の雑誌等への
掲載・書籍の発行件数　　　　　　　　　５件

白川文字学等「福井県の教育」の雑誌等への掲載・書籍の
発行件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５件
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役職 教　育　長 氏名 広　部　正　紘

平成２２年度　施策項目に係る実施結果報告（教育庁）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標達成にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23 年　3　月　末　現　在　）

項　　目

〔成果等〕　目標を達成しました。

　中学校教育研究会英語部会において”コミュニケーション能
力”の強化を指導するとともに、新たに指導案や教材を作成
し、教育研究所の教材研究支援システムに登載するなど、英会
話活動の充実を図りました。
　また、外国語指導助手（ＡＬＴ）の研修に英語担当教員も参
加して互いに研究しあうなど、研修内容の充実を図りました。
　昨年８月に、高校生とともにＡＬＴや留学生も参加する英語
キャンプを開催し、実践的なコミュニケーションに取り組ませ
たほか、英語教員集中セミナーを開催し、授業改善や指導力強
化を図りました。また、ＮＨＫと連携し、授業での英語番組や
ＤＶＤを活用した英語学習の充実に取り組みました。

◇　サイエンス（理科、算数・数学）教育
・分かりやすい理科授業
　小学校の理科授業で観察・実験を補助す
る「理科支援員」の配置や専門的な内容を
分かりやすく教える特別講師の派遣を拡充
し、分かりやすい理科授業を広く行い、理
科授業の充実を図ります。

・外国語指導助手等を活用した外国語指導
の充実
　夏季休業期間中に外国語指導助手（ＡＬ
Ｔ）を活用して高校生英語キャンプを実施
し、高校生の英語コミュニケーション能力
の向上を目指します。
　また、英語教員とＡＬＴとの教授法の共
有化や、ＮＨＫ番組を活用した指導法の研
究、英語教員を対象とした集中セミナーを
通して、英語教員の指導力の向上と授業改
善に努めます。

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

　理科支援員の配置により、実験等を多く取り入れた理科授業
の実施し、「実験が増えて理科が好きになった」、「教科書に
書いてある意味がよくわかった」など、理科に対する児童の興
味・関心を高めることができました。

　平成２３年度からの外国語（英語）活動の本格実施に向け
て、各小学校における英語活動を実施時間数を増やしました。
　また、小学生への外国語指導について小学校教員を対象とし
た研修会を開催し、指導力強化を図りました。

◇　外国語（英語）教育
・小学校での外国語（英語）指導
　平成２３年度からの小学校高学年での外
国語活動の本格的導入に向けて、英語活動
を行う時間数を増やします。また、小学校
の教員を対象にした英語の指導者養成研修
会を開催し、教員の指導力向上に努めま
す。

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

英語活動の実施時間数
（平成２１年度　年間２８時間）　年間３０時間

英語活動の実施時間数　年間３４時間

授業時間の半分以上英語を使用する学校の
割合（中学校３年生）
（平成２１年度４９．０％）　　　　　　５０．０％

授業時間の半分以上英語を使用する学校の割合（中学校３年生）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　５０．０％

「理科支援員」の活動学校数
（平成２１年度　６１校）　　　　　　　　７０校

「理科支援員」の活動学校数　　　　　　　　 　　　　　　　　　　８８校
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役職 教　育　長 氏名 広　部　正　紘

平成２２年度　施策項目に係る実施結果報告（教育庁）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標達成にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23 年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・「ふくいサイエンス寺子屋」の開催
　放課後や長期休業中等に、公民館や児童
館など子どもが集まる場所で、科学実験等
を行う「ふくいサイエンス寺子屋」を開催
し、理科や算数・数学に対する興味･関心
を高めます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　公民館や児童館など身近な場所において学校で学習しない内
容を体験できることから開催希望が多く、目標を上回って開催
しました。

◇　職業意識の醸成
・産業人材の育成
　職業系高校と公設試験研究機関や企業・
関係機関等との連携を進め、企業見学会や
技術者による技術指導など実践的な産業人
材育成プログラムを進めます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　キャリア教育のために有用な関係施設の見学や外部講師によ
る講演、企業と連携した商品開発への取組みなどにより、就労
意識の高揚や進路選択に向けた意識付け、情報収集が図られま
した。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

　本年１月の小惑星探査機はやぶさカプセル展示と合わせて
「スーパーサイエンスフォーラム」を開催し、(独)宇宙航空研
究開発機構はやぶさプロジェクトマネージャ 川口淳一郎氏、
ノンフィクション作家 山根一眞氏によるトークセッションを
実施しました。また、併せて、第２回「南部陽一郎記念ふくい
サイエンス賞」の授賞式を行い、優秀な成績を収めた４個人、
４グループを表彰しました。
　県内の中・高校生を対象に開催した「ふくい理数グランプ
リ」の参加者数は、昨年を上回りましたが目標には達しません
でした。
　一方で、全国規模のコンテストへの参加者は大幅に増加し、
うち１人が全国物理コンテストで銅賞を受賞しました。

・世界に通じる知的探求心の育成
　世界の最先端科学技術を触れ学ぶ「スー
パーサイエンスフォーラム」や理科・数学
の応用力や実験力を競う「ふくい理数グラ
ンプリ」の開催、「南部陽一郎記念ふくい
サイエンス賞」の授与等により、サイエン
スに対する知的探求心をさらに育成すると
ともに、国際科学コンテスト等への参加者
数が増えるよう新たな仕組みを検討しま
す。
　また、県内外の大学や企業、民間団体等
との連携を図り、本県の中・高校生が研究
機関での研修等に参加する機会をつくりま
す。

「ふくいサイエンス寺子屋」の開催数
（平成２１年度　１１５か所）　　　　１２０か所

「ふくいサイエンス寺子屋」の開催数　　　　　　　　　　　　　１３８か所

全国・世界規模の科学コンテストへの参加者数
（平成２１年度　３７人）　　　　　　　６０人

「ふくい理数グランプリ」への参加者数
（平成２１年度　３０２人）　　　　　３５０人

全国・世界規模の科学コンテストへの参加者数　　　１００人

「ふくい理数グランプリ」への参加者数　　　　　　　　　３２８人
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役職 教　育　長 氏名 広　部　正　紘

平成２２年度　施策項目に係る実施結果報告（教育庁）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標達成にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23 年　3　月　末　現　在　）

項　　目

◇　笑顔で登校できる学校づくり
・課題をもつ子どもたちへの適切な対応
　すべての児童生徒が笑顔で登校できる学
校づくりを図るため、専門家や保護者等の
意見を聞きながら、不登校の未然防止と不
登校児童生徒の早期学校復帰等を進めるた
めの指針を策定します。
　また、スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカーを定時制高校に、登校
支援員を中学校に新たに配置し、心の悩み
の相談や家庭への働きかけを進めるととも
に、福祉や雇用、教育の相談機関やフリー
スクールとの連携を強化します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　国立教育政策研究所や市町と連携した不登校対策の強化によ
り、８月に「県不登校対策指針」を策定し、公立学校の全ての
教員に未然防止を重点とした対策を徹底しました。
　また、小・中学校において、｢欠席状況シート｣により児童・
生徒の欠席の状況を早期に把握し、各学校・教育委員会で情報
を共有する体制を整え、学校ぐるみでの組織的な対応を行いま
した。

〔成果等〕　目標を達成しました。◇　職業意識の醸成
・高校生に対する就職支援
　高校生の就職内定率の向上を図るため、
教員や就職支援コーディネーターによる企
業訪問や就業体験を実施するとともに、就
職した卒業生に対してきめ細かなフォロー
アップを行い、離職率の低下を図ります。

　就業体験や就職内定者に対するビジネススキルアップセミ
ナーの実施により、高校生の就労意識の高揚を図りました。
　また、教員や就職支援コーディネーターによるきめ細かな就
職相談の実施や企業への求人確保の要請により就職内定率が向
上しました。さらに、就職応募前職場見学の積極的な実施や離
職防止のための企業訪問の実施等により、就職３年後の離職率
が初めて４０％を下回りました。

◇　魅力ある学校の在り方
・県立高校の再編整備
　生徒一人ひとりにとって最良の教育環境
を整備するため、県立高等学校再編整備計
画に沿って、県立高校の再編整備を進めま
す。
　また、勝山南高校の敷地等を活用して、
奥越地区特別支援学校（仮称）の整備を進
めます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　平成２３年４月の奥越明成高校の開校に向けて、校名・校章
の選定や魅力あるカリキュラムの編成を行い、通学バスの利便
性の向上、学校設備の充実などを図りました。
　また、奥越地区特別支援学校（仮称）については、平成２５
年４月の開校を目指して校舎等の設計を行っています。

不登校児童・生徒数
（平成２１年度　小学校１６０校、中学校６３０人）
　　　　　　小学校　１４０人、中学校　６００人

スクールカウンセラー活動校数
（平成２１年度　小学校２１校、中学校７４校）

小学校 ２１校、中学校 ７４校、高等学校 ７校

不登校児童・生徒数（公立のみ）
　　　　　　　１月末現在　小学校１４０人　中学校６００人
　　　　　　　３月末見込　小学校１４０人　中学校６００人
　　　　　　※H２２年度については、２３年５月に調査（２３年８月ころ公表）

　
スクールカウンセラー活動校数
　　　　　　　小学校　　　　　２１校
　　　　　　　中学校　　　　　７４校　（全公立中学校）
　　　　　     高校（定時制）　７校

高校生の就職３年後の離職率
　（平成２１年度　４０．９％）　　　４０％未満   平成１９年３月卒業者の３年後離職率（平成２２年度)　　　３９．４％
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役職 教　育　長 氏名 広　部　正　紘

平成２２年度　施策項目に係る実施結果報告（教育庁）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標達成にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23 年　3　月　末　現　在　）

項　　目

◇　いつでも身近に福井の文化
・「白川文字学」の普及
　白川静博士の生誕百年を記念して、漢字
をテーマにしたシンポジウム等を開催する
など、博士の偉業を改めて顕彰するととも
に、「文字の国　福井」を全国に発信しま
す。
　また、平成２３年度からすべての小学校
で「白川文字学」を活用した授業を行える
よう、これまでの漢字学習を総括し、本県
独自の漢字学習カリキュラムを作成しま
す。

　「国民読書年」に合わせ、読書に対する意識を高めるため、
長野ヒデ子氏の絵本原画展と講演会の開催や読書ノート「どく
しょのきろく」の配布、県内公共図書館の連携による図書館利
用キャンペーンの実施などを行いました。
　また、読み聞かせ相談会の実施や県内２か所での講演会の開
催により、読み聞かせの推進を図りました。
　２４年７月に本県で全国大会が開催されるＮＩＥについて
は、実践指定校、奨励枠校それぞれ５校を中心に、先進的な実
践活動を進めています。

・子どもの読書活動の推進
　国民読書年（２０１０年）をアピールす
るための児童向け絵本の原画展や講演会の
開催とともに、県内公民館や市町図書館と
の連携によるキャンペーンの実施など、読
書に対する県民の意識を高めます。
　また、ＰＴＡ等関係団体と連携し、家庭
等にある図書の寄贈や公立図書館との連携
を深め、学校図書館の充実を図ります。
　なお、文字・活字文化の振興という観点
から、学校においてＮＩＥを継続的に進め
ます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　白川静博士の生誕百年の記念事業として、昨年４月２４日に
記念フォーラムを、７月２９・３０日には漢字シンポジウム等
を開催し、白川博士の偉業を改めて顕彰するとともに、「文字
の国 福井」を全国に発信しました。
　また、本年４月から白川文字学を活用した本県独自の漢字学
習を全ての小学校の授業に取り入れられるように県内６１校で
漢字学習カリキュラムの実践研究を行いました。
　なお、大手出版社の協力により、漢字解説本の改訂版を２月
２５日から全国書店で販売することができました。

「県立図書館の図書貸出冊数
（平成２１年度　　８９万冊）　　　　９０万冊 県立図書館の図書貸出冊数　　　　　　　　　９０万８千冊
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役職 教　育　長 氏名 広　部　正　紘

平成２２年度　施策項目に係る実施結果報告（教育庁）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標達成にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23 年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・文化財の調査と指定の推進
　県内の近代和風建築や白山信仰関係文書
の詳細な調査と併せ、国・県指定文化財の
候補である福井・坂井・奥越地区の庭園や
越前焼の窯跡などの現地調査に着手するな
ど、文化財の歴史的・学術的な価値を明ら
かにします。また、その保存と活用のた
め、国に対して重要文化財等の指定を積極
的に働きかけます。
　

　

〔成果等〕目標を上回って達成しました。

　近代和風建築の現地調査を継続して進め、平面図作成に着手
するとともに、白山信仰関係文書では滝谷寺文書群の詳細調査
を実施しました。
　また、有形文化財や庭園など県指定等に向けた現地調査およ
び越前焼の歴史的価値を明らかにするための窯跡分布調査を文
化財に関わる専門職員で構成する文化財指定等推進チームが実
施したほか、国指定候補となる文化財については、文化庁に対
して、保存修理事業や発掘調査の進捗状況、実施結果などの情
報提供を積極的に行いました。
　引き続き、文化財指定に必要な調査を計画的に実施し、文化
財の価値を明らかにしながら、文化財の新規指定・登録等を進
めていきます。

・子どもたちが本物の芸術・文化に直接触
れる機会の充実
 県立音楽堂や学校などで、子どもたちが
第一級の芸術・文化に直接触れることがで
きるよう、音楽や絵画等の鑑賞機会を拡充
し、気軽に芸術・文化に親しみ楽しめる機
会を増やします。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　第一級の芸術・文化を直接、鑑賞・体験する子どもの数は、
６５，１８２人となり、目標を上回りました。
　平成２３年度においても、子どもたちが第一級の芸術・文化
に触れる機会の充実に努めていきます。

第一級の芸術文化を直接体験する子どもの
数                                    ６５，０００人

平成２１年度 ６０，８５６人
ほか文化庁緊急経済対策事業分14,082人

第一級の芸術文化を直接体験する子どもの数
　　　　　　　　　　　　　６５,１８２人
＜内訳＞
（１）学校等において芸術文化を鑑賞・体験
　　　　ふれあい文化子どもスクール、子ども鑑賞シート、
　　　　ちびっこコンサート、ふれあいミュージアムほか
　　　　　　　　　　　　　３３，８９６人
（２）地域において芸術文化を鑑賞・体験
　　　　伝統文化子ども教室、ヤングアートフェスティバルほか

　　　　　　　　　　　　　１９，７６６人
（３）活動内容を発表する機会
　　　　ふくい子ども文化祭、県高等学校総合文化祭
　　　　　　　　　　　　　　９，２２９人
（４）芸術文化のレベルアップを図る機会
　　　　ヤング・アート・キャンプ、ハーモニーセミナー
　　　　　　　　　　　　　　２，２９１人

  平成21年度における指定等件数　11件
　　史跡（追加指定）　　　　　　 1件
　　国選択無形民俗文化財　　　　 1件
　　国登録有形文化財　　　　　　 3件
　　県指定文化財　　　　　　　　 6件

平成22年度における指定等件数 　　　　　　　　　　　　32件
　重要文化財　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 1件
　国登録有形文化財　　　　　 　　　　　　　　　　　　23件
　県指定文化財　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 8件　文化財の指定・登録等　　　　 15件

　【チャレンジ目標　　　　　　　　20件】
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役職 教　育　長 氏名 広　部　正　紘

平成２２年度　施策項目に係る実施結果報告（教育庁）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標達成にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23 年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・「ふくい民俗芸能群」の認定
　個々の祭りや民俗芸能、習俗を次世代に
守り伝えるため、その特徴ごとにまとまり
（群）として捉えた「ふくい民俗芸能群」
への認定を促進し、その価値を顕在化する
とともに、県内外へ情報発信することによ
り、伝統文化の保存・伝承を図ります。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　個々の民俗芸能等の価値を明らかにするため、ふくい無形民
俗文化財保存活用推進会が未指定文化財の群認定を引き続き行
いました。
　また、認定された民俗芸能等については、ホームページ「福
井の文化財」においてその由来や概要を紹介するとともに、越
前の正月・小正月行事（鯖江のオコナイ、勝山左義長）に関す
る映像記録作成などの支援を行いました。

・「平成ふくい風土記」運動の推進
　福井県の日々の暮らしや景観の中にある
身近な文化を住民自らが資料として後世に
残す「平成ふくい風土記」運動を推進する
ため、刊行物等の活動成果を分かりやすく
分野ごとに情報を収集・整理し、ホーム
ページ等により県民に公開します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　新聞記事や図書館が保有する蔵書などから「平成のふくい」
を紹介した刊行物等に関する情報を分野（自然・歴史・生活・
産業・未来）ごとに収集・整理し、台帳化するとともにホーム
ページ「福井の文化財」で公開しました。
　また、越前の正月・小正月行事のうち、「鯖江のオコナイ」
および「勝山左義長」について、映像記録を作成しました。

◇　「みんながプレーヤー」と「世界を夢
見るアスリート」の応援
・第７３回国民体育大会の開催に向けた準
備
　「第７３回国民体育大会準備委員会（仮
称）を設置するとともに、市町や競技団体
の意見を聞きながら、競技別会場地の選定
など開催準備を進めます。

〔成果等〕　引き続き実施します。

　昨年８月３０日に「第７３回国民体育大会福井県準備委員
会」を設置し、１０月の常任委員会において、大会開催、会場
地市町選定、競技施設整備、競技役員等養成、広報などの基本
方針を策定するとともに、「総務企画」、「施設整備」、「競
技運営」、「広報・県民活動」の４つの検討会において、会場
地市町の選定、競技施設基準の作成、開催地選択競技の選定、
広報や県民運動の進め方等について、具体的な検討を行いまし
た。

　民俗芸能等群 （新規認定　       10件）
　①越前の正月・小正月行事　⑤厄除け行事・お祓いの芸能
　②若狭の正月・小正月行事　⑥港町の祭りと山車
　③ふくいの盆行事　　　　　⑦舞楽法要・神楽
　④ふくいの農耕習俗

　民俗芸能群への新規認定数
　　  （平成21年度　10件）　　　　　１０件
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役職 教　育　長 氏名 広　部　正　紘

平成２２年度　施策項目に係る実施結果報告（教育庁）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標達成にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23 年　3　月　末　現　在　）

項　　目

２　女性活躍社会
◇　日本一の子育て応援システム
・「放課後子どもクラブ」への支援
　地域の実情に応じて「放課後子どもクラ
ブ」を実施し、子どもの安全・安心で健や
かな活動場所を確保します。また、市町に
対して、小学校６年生までの希望者全員が
入所できるよう空き教室を活用した「放課
後子どもクラブ」の新設・拡充を働きかけ
ます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　学校の空き教室等を利用した「放課後子どもクラブ」設置を
県独自に支援するなど、市町の負担の軽減を図りました。
　こうした支援の結果、県内全ての小学校区で「放課後子ども
クラブ」が実施されました。
　さらに、平成２３年度からは、約９割（約１８０校区）で６
年生までの児童を受け入れる見込みです。

・「健民スポーツ運動」の推進
　県民スポーツ祭における冬季間開催種目
の充実や、総合型地域スポーツクラブでの
交流の促進など、年間を通じて県民の誰も
がスポーツやエクササイズを生活に取り入
れる「健民スポーツ運動」を推進します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　県民スポーツ祭は、実施競技種目や開催時期の見直し（部門
の新設、冬季開催種目の増加等）などにより、参加者数が約
１，５００人増加しました。
　また、総合型地域スポーツクラブは、平成２２年度に２市町
で２クラブ創設され、平成２３年度には県内１２市町で２０ク
ラブが活動します。

３　日本一の安全・安心（治安回復から治
安向上へ）
◇　「安全・安心ふくい」実現プランの実
行
・安全教育の徹底と安全確保活動の支援
　教職員等に対する防犯教育講習会の開催
や青色灯をつけた自動車を利用した巡回パ
トロールによる防犯体制および見守り活動
の充実など、登下校時を含めた子どもの安
全確保活動を支援します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　小・中・高校において、より実践的な防犯教育が実施できる
よう各学校の安全管理・安全教育責任者や保護者、地域関係団
体を対象に防犯教室講習会を開催し、学校・家庭・地域の連携
強化に対する意識を向上させました。
　また、すべての中学校区において青色灯を付けた自動車によ
る学校周辺や通学路等の巡回指導を実施し、見守り活動の充実
に努めました。

　県民スポーツ祭参加者数　　　　２９，０００人
　（平成２１年度　２８，４９９人）
　総合型地域スポーツクラブ総数　　２０クラブ
　（平成２１年度　１８クラブ）

放課後子どもクラブ実施校区数
　（平成２２年度当初　２０３校区中１９４校区）
　　　　　　　２０３校区２０３校区（９校区の増）

放課後子どもクラブ実施校区数
　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 ２０３校区中２０３校区（９校区の増）

　県民スポーツ祭参加者数　　　　３０，４８０人
　
　総合型地域スポーツクラブ総数　　２０クラブ

　主な安全活動支援
　・青色灯自動車による巡回パトロール
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７４中学校区で実施（週１回）
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役職 教　育　長 氏名 広　部　正　紘

平成２２年度　施策項目に係る実施結果報告（教育庁）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標達成にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23 年　3　月　末　現　在　）

項　　目

４　力強いプライドの農林水産業
◇　食育・地産地消の推進と食の安全
・おいしい福井の学校給食の実現
　学校給食会や農林水産部との連携によ
り、地場産農水産物を活用した食品開発を
行い、学校給食に対する子どもたちの興味
関心を高めます。
　また、県内の８共同調理場において、食
育ボランティアと栄養教諭・学校栄養職員
が連携し、おいしい学校給食の提供や食育
活動を行います。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　県内の８共同調理場において、食育ボランティアと栄養教
諭・学校栄養職員が連携した学校給食の提供や食育活動を行い
ました。また、学校給食調理コンテストや児童・生徒が主体的
に取り組む食育実践活動の発表会等、児童・生徒や保護者の学
校給食への関心を高める活動を行いました。

◇　自然災害に対する安全・安心の確保
・公立学校の耐震化の促進
　学校施設は、児童・生徒の学習の場であ
り、地域住民の応急避難場所としての役割
をも果たすことから、県内の小・中学校の
耐震化を前倒しして進めます。特に、地震
に対して倒壊または崩壊する危険性が高い
Ｉs値０．３未満の施設については、改築
や大規模改修を行うものを除き、本年度内
に完了を目指します。

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

　耐震補強工事については、小・中学校施設の耐震化促進を支
援するための県独自の補助制度により、市町の負担軽減を図り
ました。今後とも、市町への働きかけを一層強化し、耐震化を
促進していきます。

耐震補強工事　　　　　　　　　　　　　２６棟
（平成２１年度　１２３棟（繰越を含む））

耐震補強工事        　　　　　      ４７棟（２３年度への繰越を含む）

　地場産学校給食の実施校数　　　　　　　　　　　　　　　２８９校
　
　学校給食が好きな子どもの割合　　　　　　　　　　　　８３．１％

　朝食欠食率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３％

　地場産学校給食の実施校数
　(平成２１年度　２８５校)　　　　　　２８９校
　学校給食が好きな子どもの割合
　（平成２１年度　５５．６％）　　　　８０．０％
　朝食欠食率
　（平成２１年度　０．４％）　　　　　　０．３％
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